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　ヘクシャー・オーリンの定理を典型的一例

とする国際貿易の静学理論においては，各国

の資源賦存量一例えば資本ストックおよび

労働一が一定と前提されているが，時間と

ともに資本蓄積および労働力人口の増加が

進行するにつれて，貿易のパターンはどう

変るであろうか。またこの場合，経済体系全

体の推移はどうなるであろうか。例えば資

本蓄積もしくは経済成長の経路は，どのよう

な条件の下で安定的といえるであろうか。こ

のような動学過程の分析はこれまで数多く行

なわれてきたが，特に鬼木・宇沢によるも

の〔5〕がこの方面での一つの重要な貢献で

あると思われる。ケンプの近著〔4〕，第10

章においてもほぼ全面的にその結果が継承さ

れている。

　本稿の目的は，筆者が先に行なった二部門

成長モデルにかんする分析〔1〕を基に，上

記の鬼木・宇沢モデルに従って開放体系にお

ける経済成長経路の安定性の問題を考察する

ことにある。特に分析の前提条件を可能な限

り一般化して扱うことにする。

1モデルの説明

　以下で1まよく知られた2国2財2要素モデ

ルを対象とし，記号を第1国（自国）について

は添字なし，第2国（他国）については添字＊

を付して表わすことにしよう。次にここでは

2種の財として，消費財および投資財を考え
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よう。消費財部門をC，投資財部門を1の記

号で表わす。両国はこの2財の貿易を行なっ

ており，両財市場は各国内においても，両国

間においても完全競争的であるとし，貿易障

壁，輸送費はないもめとする。次に第1国に

おける第ゴ財の国内供給量をQ，，需要量を

Y，1（i＝C，1）としよう。第2国にかんする変数

は＊を付して表わすことは既に述べた通りで

ある。更に第1国の第i財の輸入を砿とし

よう。これは第2国の輸出に相当する。ここ

でM，は負の値をとるときには第1国の輸出

を意味するものと規約しよう。以上のように

すると，第1国における需給バランスを表わ

す式は次のようになる。

　　1㌔＝Q，＋M，，i＝1，　C　　．　　（1）

各式の右辺は総供給を意味する。

　次に各財の生産関数を以下のように表現し

よう。

　　Qi＝F，（Ki，　L，），　i＝C，1　　　（2）

ただし瓦，L，はそれぞれ第iセクターで用

いられる資本および労働である。ここで生産

関数瓦は瓦，L，について一次同次，2回

連続微分可能とし，かつ資本と労働の限界生

産力は正と仮定しよう。

　更に資本と労働は国際的には移動不可能で

あるが，国内的には部門間で移動可能とし，

各国でともに完全雇用されるものとしよう。

そうすると次式が成り立つ。

　　Ko十K，＝K　．　　　　　　　　　　　　（3＞

　　Lσ十Ll＝L　　　　　　　　　　　　　（4）
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　一方，消費財の価格で測った投資財価格を

Pとしよう。この価格は国際市場で決定され，

両国にとって共通である。他方生産要素市場

は完全競争状態にあるものとし，資本の賃借

料をr，労働賃金をWとしよう。このように

すると企業の利潤極大化の行動によって，

Cセクターについて次の関係がえられる。

藷≦ち絵≦w　（・）
ただし，Qσ＞0の時に等号が成り立つ。同

様にして1セクターについても

　　ρ1驚≦ち畷≦w　（・）

となる。等号が成り立つのはやはりQ，＞0

の時である。

　ところで上の生産関数Fo，　F，はいずれも

一次同次と仮定したから，その偏導関数は0

次同次，つまりK，／L，のみの関数であり，

K，＝L，＝0のような特殊な点においては定

義されない。さらに偏導関数の比も0次同次

関数となり，定数となる場合を別として上の

特殊な点では定義されない。しかし以下では

このような場合には

書鵠舞＝膨9審＝÷（・）

のような値をとるものと考えることにしよう。

　次に各国の貿易収支はつねにバランスして

いるものとしよう。そうすると次式が成り立

つo

　　Me十P　prfJ＝0　　　　　　　　　　（8）

ここでM，が負であれば輸出を意味すること

は既に述べた通りである。

　次に国民総生産＝国民総支出をYとする。

そうすると

　　Y＝Qa十PQ，＝Yo十PY，　　　　　　（9）

の関係にある。これは当該国の予算制約式に

ほかならない。

　一方，投資財の需要関数を労働者1人当り

の量で表わし，次のように，書くことにしよ

う。
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　　Y，／L＝9（P，r／L）　　　　　（10）

ここで関数gはいわば代表的個人の貯蓄関数

の別表現で，これが現行の相対価格pと1人

当り粗所得Y／五にのみ依存するという仮定

に基づいている。周知のように新古典派成長

モデルにおいては，貯蓄が自動的に投資に向

けられると考えられているという意味で，独

立の投資関数は想定されておらず，いわばセ

イの法則が仮定されている。この考え方は必

ずしも十分とはいえないが，ここではこのよ

うな想定に従うことにしよう。

　以上の（1）～（10）によって第1国の経済の

静学的な側面が記述されており，これと同形

式の関係を第2国についても考える。更に両

国間を結ぷ関係として次式が成り立つ。

　　M，十M，＊＝0　　　　　　　　　　（11）

これは一方の国の輸入が他方の国の輸出に当

ることを意味していることはいうまでもない。

　次に以下の2本の方程式によって体系の動

学的側面が表現される。

　　K＝巧一Pt　K，μ＞0　　　　　　　（12）

いうまでもなくこれは純投資＝粗投資マイナ

ス減価償却の関係を表わし，即時的減価償却

率μは一定であるとする。

　　L／L＝λ，　λ＞0　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

これは労働供給の増加率がλであることを示

し，λは一定とする。なお人口の一定割合が

常に労働力化するものと仮定している。上の

（12），（13）と同様に関係を第2国についても

想定することはいうまでもない。

2　モデルの変換

　そこで生産関数の一次同次性を基に，上記

のモデルを労働者1人当りの量で表現し直す

ことにしよう。そのために次のように記号を

定ある。

　　y＝y／五，yi＝Y‘／L，　qi＝Q，／L，

　　島＝K，／L，，1，＝Lz／L，　m＝砥／L，

　　ω＝w／r，およびqi＝F（々乞，　1）≡
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　　f（傷），i＝C，1．

そうすると前節の方程式群は，（11）式を別に

して次のように書き改められる。
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（14）

（15）

（16）

（17）

（18）

（ノ『n．／アo’）一んσ＝（！｝／ノア）一々1＝ω　（19）

ρ＝ん’／プア，ρ＞P＞ρ

ツ＝qc十Pqi（＝Yo十勿1）

Yl＝9（P，y）

々＝夕i　－nk，　n≡λ十μ

（20）

（21）

（22）

（23）

ここで（14），（15）は（1）に（8）の関係を代入

したものである。また（16）～（18）は（2）～

（4）を書きかえたものであるが，（16）の生産

関数は，既に述べたものも含めて次の性質を

もつものと仮定しよう。

懸1雛鼠、｝（24）

　さて（19）は（7）を直接書きかえたものであ

り，一方（20）にかんしては次のように考える。

；：鑑慧：9｝　（25）

すなわち，Pが上限pと下限Pとの間にある

ときには（2Q）が成立することを意味する。

〈21）は（9）の両辺をLで割ったものである。

（22）は（10）そのものであり，最後に（23）は

く12），（13）よりえられたものである。

　以上の（14）から（22）までの11本の方程式に

よって，与えられたkとPの下で，11の未知

数y，yi，　qt，島，1，，（i＝C，1），ω，およ

びmが決定される。そこで次にこのような静

学的均衡の決り方について考察しよう。

3　静学的国内均衡の決定

　各時点においてはKおよびLの値は所与で

あり，したがって々の値も所与である。一方，

Pは国際市場で決定さるべき変数であるが，

暫くの間これをパラメーターと考えておこう。

そうすると，第1国にかんする上記の11の内

生変数の短期的均衡解が，このkとPの値に

依存して決定される。

　まず（16）～（19）式のサブシステムに着目し

よう。ここには方程式が6本あるから，7つ

の未知数q、，島，1，（i＝C，1），ωのうちか

ら5つ，島，ム，（i＝C，1），ωを消去するこ

とができる。そうすると残った変数qe，　ql

について次のような関係がえられるはずであ

る。

　　h（qo，　ql）＝k　　　　　　　　　（26）

ただし，一貫してkc　￥hiと仮定する。

　さて関数hの形状であるが，いま

　　砺（qo，　ql）≡∂h／∂qi，（i＝C，1）

とすると，

　　f’i（k¢）＝1／届，（i＝C，1）　　　　（27）

の関係が成り立つことを示すことができる。

更にhのグラフは図・1の曲線ABのように，

右上に強く凸となる。この曲線は1人当りの

量について定義された生産可能性曲線（pro－

duction　possibility　curve）にほかならず，

生産面の事情を集約したものである。われわ

れは直接にこの関数hを前提に出発してもよ

いのであるが，ここでは部門間の要素配分，

各財の要素集約度などの動向との関連を明示

的に考察するために，各部門が別々の独立し

た生産関数をもつモデルを考えてきたわけで

　　　Zc

図・1

ハ 13

3
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ある。

　さて上の関数hを用いて表現すれば，（20）

は次のように書くことができる。

　　Ph。（qc，　q、）＝h・（qσ，　q・）　（28）

上の（26）と（28）とから，所与のPとleの下で

のqσのql値が決定される。この事情をグラ

フで表わしたものが，図・1であり，生産可

能性曲線と価格線との交点Pにおいて両財の

1人当り生産量が定まる。この点において所

与のPで評価した1人当り国民総生産y＝qc

＋Pqiが最大となっているわけであって，こ

れは競争均衡の有効性を示している。なおこ

の場合のyの値は価格線のタテ軸の切片で示

されていることはいうまでもない。

　上においては内点均衡の場合を考えたが，

Pの値のいかんによって端点解が生ずる。た

とえば点Aにおける曲線の接線の勾配の絶対

値が前出の（20）式におけるPに相当し，

　　P≧Pのときqσ＝0

となっている。これは0財をニュメレールと

した時の1財の国際価格が高く，当該国は1

財に完全特化する場合を示す。他方，B点に

おける接線の勾配の絶対値がPであって，

　　P≦Pのときql＝0

の関係にある。これは消費財生産に完全特化

する場合である。

　このようにして，（26）と（28）の2式から，

qoとのの値がPとkに依存して決定される

のであるから，この関係を投資財について考

えれば，

　　al＝al　（P，ん），　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）

のような形に表現できよう。ここでPを変数

とみなせぱ，（29）は投資財の1人当りの供給

関数を意味することになる。いうまでもなく，

　　∂al／∂P＞0

　　　　（P＞P＞Pにおいて）　　　　（30）

の関係にある。

　次に需要面の考察に移り，先の（2Q），（21）

式に着目しよう。まず（29）およびqo＝aa（p，

k）の関係を用いれば，yはpとleの関数で

あることが分るから，（22）はたとえば次のよ

うに表現できる。

　　YI＝b，　（P，　k）　　　　　　　　　　　　　　　　　（31＞

これは投資財の1人当りにかんする需要関数

の別表現にほかならない。そこでこの関数の

性質を調べよう。

　まず（26），（28）によって

　　∂夕／∂k＝1／he，　∂二y／∂P＝ql　　　　　（32＞

の関係が成り立つことを用いれば，次式がえ

られる。

　　∂b、／∂P＝9P＋qi9，　　　　　　（33＞

　　∂b，／∂々＝9v／hσ　　　　　　　　　　　　　　　（34＞

ただし9p≡≡∂g／∂p，　g・“…≡∂g／∂Ptである。

ここで∂b，／∂Pは負であると仮定しよう＊。

　以上の考察を基に，第1国の短期均衡の状

一一一
`

（iV）

図・2

Ltl・

ω

4

＊投資財需要（1人当り）にかんするスルツキー

方程式の代替項を95と書けば，

∂bl／∂P＝　gs．－mgv

の関係にある。したがって所得効果が相対的に一

十分小であれば上の仮定は常に満される。
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態をグラフで表わしたものが図・2である。

この図は4つの部分から成っている。順次み

ていくことにしよう。

　（i），（ii）のグラフはH・ジョンソン〔3〕

によって示されたもので，鬼木・宇沢〔5〕

においても描かれている周知のものである。

（i）ではタテ軸にle，ヨコ軸にωがとってあり，

2つの曲線は（19）式を示す。（19）より

器一一辮刈（i－c…）（35）

の関係がえられるから，関数島＝島（ω）

〈i＝C，1）は単調増加的である。この図では

kc＞島のケースが描いてある＊。ここでleの

値がleoのように与えられていたとしよう。

そうすると許容できるωの値の範囲は図の2

つの臨界点AoとBoの間，つまり
　　ω≦ω≦ω　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）

になる。その理由は（17），（18）よりlo，1，を

解けば

　　1・＝SliltilZ’e，i・1・＝纏，　（37）

となって，（36）に示す範囲外にωが出ると1σ

か1，のどちらかが負になるためである。とい

うのはAoの左ではka〈ゐ（＝ko）となってlr

が負，Boの右では々＜島となってlcが負と

なるからである。臨界点AoではC財に，　Bo

では1財に完全特化の状態にある。これはAo

が（iv）の生産可能性曲線上の・4に，　BoがB

にそれぞれ対応することを意味する。

　さて（ii）にはωとPとの関係p＝p（ω）

が描いてある。周知のように

　　todP＿　ω（fee－lei）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）
　　PdtU（々。＋ω）（le・＋ω）

の関係があるから，ここで仮定しているよう

に秘〉島であればPはωの単調増加関数にな

る。図示してあるように，この場合には

eeここではωの値の全域において々σ〉馬としてい

　るが，一般にはこの不等号の向きはωの値のい

　かんによって変りうる。これは周知のように要

素集約度逆転問題（factor　intensity　reversal

problem）といわれている。
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　　P＝P（ω），P＝P（ω）

である。

　以上から明らかなように，Pが与えられれ

ばωが，ωが決れば各部門の資本集約度kc，

島が定まり，それに応じて労働配分1σ，1，の

値が決る。

　そこでPの決定であるが，これにかんして

は輸出入の事情を調べなければならない。そ

れは（iii）の部分で示してある。ここで曲組

aJは投資財の1人当り供給曲線を，　b，は需要

曲線を示している。既に述べたようにP≧i

では第1国は投資財に完全特化するが，生産

能力および要素賦与量の制限から供給のはこ

の領域ではPにかんして硬直的となる。他方

p≧2の範囲ではqlはゼロである。

　閉鎖経済の下では均衡価格は両曲線の交点

Dで決る。この価格をPoで示してある。国

内均衡価格である。しかし開放経済の下では

価格は別のところに，たとえばP、のような水

準に落ち着くことが可能である。この場合に

は投資財にかんして国内に超過需要が発生し，

その分が輸入需要になる。上の場合にはm、

だけの輸入需要が生ずる。

　最後の（iv）は前出の図・1の再掲であっ

て，需給の事情を別の形で表現したものであ

る。需要関数の代りに社会的無差別曲線を描

けば（可能な場合に限る），レオンチェフの

古典的なグラフに従って，点Eが価格線（勾

配は一P、）とこの無差別曲線との接点になる。

　以上の考察においては相対価格ρをパラメ

ーターとして，その特定の値に対応する国内

均衡を考えたが，いうまでもなくPは両国の

輸入需要によって国際市場で決定される。い

ま投資財に着目すれば，輸入需要関数，すな

わち相互需要関数（reciprocal　demand　fun－

ction）が次のようにpとkのみの関数である

ことが分る。

　　m『ソ1－ql

　　　＝bl（P，々）一の（P，　k）

　　　＝m　（P，　ん）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）
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これに対応する関係が第2国にも成立するか

ら，

　　m＊＝m＊（P，ん＊）　　　　　　　（40）

のように表現できる。ここでは短期均衡を扱

っているので，両国の資本集約度le，　le＊は所

与である。そうすると，（39），（40）の両関数

を基に交易条件Pが決定されることになる。

　これまでは（11）式に触れてこなかったが，

との式が両国経済の相互交流を規定するもの

であった。次にこの式を取り上げよう。この

式を1人当りの変数で表現するために，次の

ような比率を定義する。

　　・＝τ、缶・〆＝iSi£Ti　（41）

更に後の動学的分析との関連で，両国の人口

成長率＝労働供給増加率は等しい，と仮定し

よう。そうすると上のソ，V＊の値は時間を通

じて一定にとどまる。

　さて（11）式を五＋L＊で割れば次式がえら

れる。

　　vm（p，　ん）一←v＊m（p，　fe＊）＝0　　　　　　（42）

この式によって，所与のん，がの下での交易

条件pの均衡値が決定されるわけである。こ

こで次のように弾力性を定義しよう。

　　炉÷一勢嬉÷蟹（43）

第2国にかんしても同様の弾力性を定義し，

＊を付して区別する。そうすると（42）を全微

分して変形すれば次の関係をうる。

　　（一つ穿＋袴一ぺ肇＝・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）

4　動学過程の考察

　ここで資本蓄積の問題に移ろう。この場合

これまで所与とみなしてきた々と々＊は時間と

ともに変動することになる。そうすると国際

経済体系は時間の経過につれてどのような推

移をたどるであろうか。以下成長経路の安定

性を中心にこの問題を考えよう。

6

　まず方程式（23）について次のように関数φ

を定義する。

　　φ　　（k，　々＊）＝々／k＝Yl／k－n　　　　　（45＞

既に明らかにしたように1人当り粗投資yl

（＝41十m）はP，leに依存し，更にPの均衡

値はkとle＊に依存したから，　ylの均衡値は結

局feとk＊の値によって決定される。第2国に

ついても同様のことがいえる。

　さて国際経済体系の斉一成長の状態を々＝

が＝0が成立つ状態と定義しよう。これは

（45）から

　φ　（h，々＊）＝0，　φ＊　（k，　々＊）　＝0　　　　　　（46）

の2式によって表わすことができる。そこで

この状態の安定性を吟味するたあにφについ

て（45）を基に∂φ／饒，∂φ／∂がを計算し，

次のようにψ、，ψ2を定義する。

　　φ卑認鑑一一券睾一1慨（47）

　　φ雫。鶉釜嘉ξ一偽　（48）

第2国についても同様にψ、＊，ψ2＊を定義する。

　そこでψ1，ψ、を計算するために前に戻って，

まず1人当り投資財需要関数（31）を基に次の

ような弾力性を考えよう。

加一
{誇（〉・）

　　　　　　∂b1　　　　ん
　　ηF羽「一∂ゼ

そうすると（31）は

讐＝一加夢＋袴

と書けるから，

（49）

（50）

　　　　　　　この式と（44）とからdP／pを

消去して整頓すれば次式がえられる。

　　弗一（e・・iC＋e・…）一穿

　　　　　　　一・e・・＊・・宰一・　（51）

ただし，あ＝ep－ep＊である。この関係を用

いると，先のψ、，ψ、はそれぞれ次のように表

現される。

ψエ＝（niC－1）十ηP（eiC＊／ep）

ψ2＝一ηP（ek＊／ep）

（52）

（53）
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同様にして第2国については次式が成立つ。

　　ψ1＊＝ηP＊（ek／ep）　　　　　　　　　　　　　　　（54）

　　ψ2＊＝：（ηiC＊－　1）一ηk＊（ete＊／∂p）　　　　　（55）

ここで（29）を基に次のように1人当り投資財

供給の弾力性を定義しよう。第2国について

も同様の関係を考える。

　　・・三一畜」誇（〉・）

　　・・≡畜釜

そうすると，m＝y一qlの関係を用いて，次

式がえられる。

　　ep：＝一（JYIrP　P十qlεP）／m，　　　　　　　　　　（56）

　　eiC：＝（二YlrPk－qlεk）！〃¢　　　　　　　　　　　　　　（57）

これより，m，　m＊の正負にかかわらず常にm

ep＜0，　m＊ep＞0が成り立つといえる。

　一方，はじめの（16）および（37）から明らか

なように

　　q・一無施）

であるから，

Dん（／　
島

－
一
　
〇
　
々

　
［

＝
　
て

敬
ん
っ

∂
∂
が

　
　
た

　
　
し

ん

0ん一
々

＝軌

（58）

（59）

をうる。（58）が示すようにρを一定として資

8
8

老£く絶エ

図・3
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Ec＞k，

図・4
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本集約度が増加した場合に，kσ〉勘ならば

qlは下る。この事情は図・3に示してある。

逆に砺く島の場合には，図・4のようにql

は増加し，qoが減少する。このように々が上

昇した時に，qa，　qエの一方が必ず減少する。

これはいわゆるリブチンスキーの定理の一表

現である。

　さて以上の考察を基にして斉一成長経路の

安定性の問題を考えよう。まず次の関係があ

ることに着目しよう。

　　需1φ一。一一奮畜　（・・）

　　髪劉φ・一。一一睾一器　　（61）

両式はそれぞれ（た，ん＊）平面における2つ

の曲線，φ（尾が）＝0とφ＊（k，々＊）＝0

との接線の勾配を表わすことはいうまでもな

い。さらに両曲線の傾きを比較するために，

次の差を考えよう。

　　・－911t＊1φ＝。一需レ＝。

　　　　　　　一・㌢｛老；一珍一｝（62）

この比較に関連して，（52）～（55）の4式から

eiC／epとeiC＊／epを消去する。そうすると次

式がえられる。



gb・一（・・－1）＋（舞）ψ・＊

gb2・＝（・・＊－1）＋（；1＊）¢2

この関係は後に使うことになる。
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（63）

　ここでは両国とも両財を正のレベルで生産

している場合，つまり両国とも不完全特化の

状態にある場合を中心に考えよう。

　さて以上では問題を一般的に扱ってきたが，

ここで特殊な仮定をおくことにしよう。すな

わち，まず貯蓄関数を各国において

　　Pyl＝s夕，　1＞s＞0　　　　　　　　　　　　　（64）

のように仮定しよう。ただしSは一定で，し

かもS＝S＊とする。そうするとg（p，y）＝

sy／Pの関係にあり，かつ次式がえられる。

　　ηp＝1－s，　ηκ＝rk／y　　　　　　　　　　　（65）

第2国についてもこれに対応する関係が成立

つ

　m　　　　　　　　O　　　　　　　　O

　　　　　図・5　　　　　図・6

　このような特殊ケースには輸入需要関数

m，〃z＊も特殊な形をとる。図5は第1国に

かんして輸入需要mを図示したものである。

タテ軸にρ，ヨコ軸にmをとり，mは右方に

正としてある。mが負であれば輸出を意味す

ることは既に述べた通りである。図・6は先

の図・2の（iii）をこの特殊ケースについて

描いたものである。

　さてP≧万のときには第1国は投資財の生

産に完全特化するから，投資財の供給はql＝

1｝㈲となり，上の範囲ではρに依存しない。

uエ；71
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一方この場合にはy＝PYiとなるから，投資

財の需要は（64）から，y、＝sq1となり，やは

りPから独立である。したがって，

　m：＝Yl－ql＝一（1－s）　fi　（ん）　　　　　　（66）

となる。このグラフが図・5の①と記した部

分にほかならない。

　他方，P≦Pの範囲では第1国においては

投資財の供給はゼロであり，y＝fc（le）とな

るから，

　　m＝YI＝sプ『c（ん）／P　　　　　　　　　　　　　　（67）

の関係がえられる。このグラフが図・5にお

いて③と記した部分である。これは（m，P）

平面において直角双曲線（の一部）となる。

なお②の部分は価格pがP＞p＞Pの範囲にあ

る場合の輸入需要を表わすことはいうまでも

ない。

　さて，もう一つ特殊な仮定をおくことにし

よう。すなわち，各国において々σ〉鳥とし

よう。つまり消費財生産部門の方が資本集約

度が高いとする。そうすると（59）からεiC〈O

であるから，m，　m＊の符号のいかんにかか

わらず，meiC＞0，　m＊eiC＞0といえる。以上の

条件を使えば（52）～（55）から次式が成立する

ことが分る。

　　ψ、〈0，ψ、＜0，ψ、＊＜0，ψ、＊＜0

そうすると，（60），（61）を用いて

壁　　融
1φ＝。〈q釜tが＝・〈・

（68）

（69）

となる。すなわち，φ＝0，φ＊＝0のグラフは

＠，k＊）平面でともに右下りになることが

分る。　　　　　　　　　　　　　（70）

　次に両曲線の傾きを比較しよう。前出の

（63）式に，新たに仮定した条件（65）を代入す

れば次式がえられる。

　ψ、＜ψ、＊＜0，ψ、＊＜ψ，＜0

これを用いれば

　霧1φ一。一霧レ＝・

　　　　一ギ（ψ、＊＿－s2Lψ2＊ψ2）＜・・

（70）

（71）
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がえられる。すなわちφ＝0の曲線の傾きの

方が小，つまりマイナスの度合が大きい。以

上によって，斉一成長経路は一意的でかつ，

大域的に安定であるといえるわけである。

　このようにして，上述の特殊ケースには鬼

木・宇沢〔5〕によって明らかにされたよう

に，動学過程は例えば図・7に示すような形

になる。ここで2つの曲線i，iiにはさまれ

た領域内において両国とも不完全特化の状態

にある。φ＝0およびφ＊＝0の2つの曲線の

交点Eが斉一成長状態であり，各国の資本集

約度々，々＊は図の矢印線のような方向に変動

してこの点に収束していく。

が

0

や＞0

姶。（オ．〆①

／

／

図・7

d・〈o

⑪

／’・・　o（が雛o）

k

　ここで両国が不完全特化の状態にあるケー

スについて，交易条件Pの変動を考察しよう。

（42）式をみれば各時点でのPの均衡値はんと

k＊を与えれば定まることが分る。たとえば

P＝ρ⑭，々＊）のようにこの関係を表現するこ

とができよう。そこでp＝constantとなるよ

うなkとがとの組合せの軌跡を（々，々＊）平面

上で考えてみる。この軌跡は等価格曲線群と

でも呼ぶことができよう。

　上のようなfeとfe＊との関係をみるために，

（44）においてdP＝0とおく。そうすると，

多少変形して次式がえられる。

　　告多頚一一コ箒、＜・（72）

ここで前述のようにεk〈0，つまりいわゆる

資本集約度条件が満たされる場合には（57）よ

りmek＞0，　m＊e＊iC＞0となり，（72）式は負

となる。すなわち，等価格曲線群は（k，le＊）

平面において単調に右下りとなる。

　次に（44）式においてdle＝0とおけば

子一鵠＝鷺〉・　（73）

がえられる。同じく資本集約度条件の下でこ

の式の分子は正，一方（56）で示されているよ

うにm＊ep＞0であったから分母は正，したが

って（73）は全体として正となる。同様にして

次式が成立つ。

k一鵠＝一畿〉・　（74）

このようにして（々，が）平面で右上方に位

置する等価格曲線ほど高い価格に対応すると

いえる。したがって，kと々＊の値が図・7の

矢印線のような変化を示すことを考慮すれば，

点のE右上方では相対価格pは減少（p〈0）

左下方では増加（P＞0）することが分る。
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